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研究報告 

地域住民のための運動療法サービスシステムのモデル化事業開発研究 

～第 1 報～ 
宮下浩二 1)・對馬明 2)・戸田香 2)・矢澤浩成 2)・細川厚子 2)・浅井正樹 3)・祖父江沙矢加 4) 

宮田聖子 4)・杉村公也 5)・猪田邦雄 1) 

1)中部大学生命健康科学部理学療法学科、2)中部大学技術医療専門学校理学療法学科 

3)中部大学生命健康科学部臨床工学科、4)中部大学生命健康科学部生命医科学科 

5)中部大学生命健康科学部作業療法学科 

 

１．はじめに（背景） 

2010年4月、中部大学生命健康科学部に理学療法学

科・作業療法学科・臨床工学科が開設されたことに伴い、

春日井市の地域医療と障害者に対する中部大学として

の貢献を目的に「中部大学地域医療・障害者支援領域

センター」が発足された。これにより、学科の特性を活か

して春日井市に対する健康・医療・福祉の分野での地域

貢献プロジェクトを計画することとなった。 

春日井市は施策順位の1位に「健康の維持・増進を促

す」、2位に「地域の医療体制を整える」を掲げており、健

康や医療に関する行政の意識は高い 1。市民が感じる健

康、医療に対する満足度・重要度も上位に位置し、関心

の高さがうかがえる 1。一方で、春日井市の医療施設の

立地に関する特徴として、医師の診察および理学療法

士の評価に基づいて個々に応じた「運動療法」を個別に

提供できる外来の整形外科や内科を有する病院は市の

中部および東部（高蔵寺近辺）に偏在し、その他の地域

との較差がみられる。また絶対数も 2～3 施設と、人口30

万都市としては極めて少ない（図 1）。市民の主観として

も「身近な場所で適切な医療を受けることができる」につ

いて満足度が高い地区は中部地区に多いが、「健康を

維持できる環境が整っていると思う」割合は西部地区で

要  旨 

中部大学地域医療・障害者支援領域センターの地域貢献事業の一つとして本プロジェクトを計画した。

本研究は第一報として春日井市の実情に応じた運動療法サービスを提供するシステムを検討するために、

中部大学を一つのコミュニティ（街）としてとらえ、学内でシステムのモデル化を試みたが、その参加者を対

象に、本サービスに参加するまでの経過や、本サービスに参加した理由などをアンケート調査し、健康増

進に関連する行動に至った要因を調査することを目的とした。 

「今回、運動療法サービスを利用しようと思った理由は？」の問いに対して「運動指導・効果への期待」が

最も多く、次いで「動機付け（きっかけ）・情報の認知」、「利便性（環境・時間）」となった。 

多くの健康増進事業の多くは「健康増進」が目的の場合、集団を対象としたポピュレーションアプローチ

が多い。しかし有症状者にとっては個々の身体的問題や目的が異なるため、個々に応じた対応、ハイリスク

アプローチが必要となる。また、日常から「何かのきっかけ」を待っており、今回のサービスの情報に触れた

ことで行動に移した対象者が多く、サービスの内容を適切に伝えることがシステム構築にとって重要な要素

であると考える。さらに、春日井市における環境的特徴から、医療機関とは異なる新たな運動療法サービス

システムを設置する必要があると考える。例えば市内各地区に点在する公民館や市内企業のグランドや体

育館などの既存のハードを利用して、我々医療者の専門性をソフトとして、特に個別の運動処方（ハイリス

クアプローチ）を必要とする市民に対し新たな運動療法サービス提供のためのシステムを提案していきた

い。 
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非常に低くなっている 1。 

さらに、市民の健康増進を目的に地方自治体等が行

う「健康教室」などの健康増進事業が各地で開催されて

いるが、そこで問題となるのが対象者の運動の実施率や

継続率の悪さといった「運動への取り組み方」である。そ

のため健康増進や疾病予防を目的とした運動の継続・

中断の理由について様々な研究がなされている 2,3,4,5。

最近の研究のトレンドとして環境要因が注目されるように、

地域の環境（安全性、道路などのインフラ等）によって人

の行動は変容するとされている 2,6。そうであるならば、事

業展開を図る各地域の環境、街の構造に応じた取り組

み方や方略を検討しなければならない。そのためには、

春日井市の特性を明らかにして、その特徴に応じた方法

を提示する必要がある。 

一方で、春日井市のもう一つの特徴として市内には公

的な健康増進施設である春日井市民体育館や福祉の里

レインボープラザがあり、健康増進のみならず様々な症

状の改善のための運動を目的として来所する市民も少

なくない。ただし、これらの施設は医療機関ではないた

め、医師や理学療法士などの医療スタッフが常駐して専

門的な運動療法やリスク管理が行われていない。しかし

ながら現実的には、医療に関する資格のない指導員が

有症状者からそれぞれの症状に応じた運動療法の指導

を期待されている。また、春日井市でもいくつもの健康

増進事業が開催されているが、「健康増進」を目的として

おり、対象は「不特定多数の市民」となっている。このよう

に症状を有さない不特定多数を対象とした健康増進事

業は、「集団全体に働きかけて適切な方向に少しずつ移

動、シフトする方法」であるポピュレーションアプローチと

いわれている 7。そのため、有症状者にとっては各自の

問題点に合致した運動処方が指導される確率は低くな

ってしまい、効果も効率的には得られにくいと考える。し

かし、実際には、身体に種々の症状を自覚、または健康

診断などで問題を指摘されながらも医療機関を受診して

いない多くの市民が「症状改善」などを期待して参加して

いる可能性が高いと考える。 
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図１．春日井市における主要医療機関の立地的特徴

春日井市内において、整形外科医師の診断のもと2人以上の常勤理学療法士が評価し、運動療法を

外来診療で行っている医療機関、およびメタボリック指導を外来で実践している医療機関を示す。
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このような現状において、本プロジェクトは生命健康科

学部に所属する医療関連職種のスタッフが行うことの意

義を活かすために、「疾患を発生しやすい高いリスクを

持った人を対象に絞り込んで対処していく方法」である

ハイリスクアプローチ 7を主体とした運動療法サービス提

供のシステムを春日井市に展開する必要性を感じてい

る。 

 

２．目的 

運動療法の有効性は実証されているにも関わらず、

それを実践して春日井市民に提供するためには前述の

ような様々な問題を有している現状である。そのため、春

日井市の実情に応じた運動療法サービスを提供するシ

ステムが必要である。 

本プロジェクトの長期目的は、中部大学と春日井市が

提携して、運動療法が必要とされる市民に対し、春日井

市の実情に応じた安全で効果的な運動療法サービスを、

医師、理学療法士が実施するリスク管理のもとに行い、

市民の健康維持・増進、疾病予防活動の一助を担うこと

にある。  

今年度のプロジェクトの目的（短期目的）は、中部大学

内で運動療法サービスシステムのモデル化を試みること

である。広大な敷地と多数の教職員を有する中部大学を

一つのコミュニティ（街）としてとらえ、大学内教職員を対

象（モニター）に評価を含めた運動療法サービスを実施

し、その内容を吟味することとした。 

本報告では、参加者を対象に、本サービスに参加す

るまでの経過や、本サービスに参加した理由などをアン

ケート調査し、健康増進に関連する行動に至った要因を

調査することを目的とした。その結果から、今後の春日

井市民を対象とした本格実施に向けた問題点等を明確

にする。 

 

3．方法 

1）対象 

中部大学教職員に対して、大学から全員に割り当てら

れたアドレスへの電子メールによる一斉配信にて運動療

法サービス（「リコンディショニングサービスのご案内」）の

案内を告知し、対象者を募集した。この際、2 つのコース

を用意した。一つは、腰痛や肩こりなど運動器の不調に

対する「運動器コース」、もう一つは、メタボリック症候群

など内科的不調に対する「メタボリックコース」とした。な

お募集時の広告には、料金は無料であり、運動療法サ

ービスの実施時間は業務終了後の 17 時からを中心に、

大学業務に支障を来さない時間を選択して実施すること

を告知した。 

運動器コース内容は個別に機能評価をして問題点を

抽出、個別のプログラムを与えることとした。提供するプ

ログラムは 1～2 種目に限定し、家庭でも実践できる内容

のみとした。 

メタボリックコースは個別の血液生化学検査、体力測

定、問診を実施し、血液データをもとに運動の必要性を

説明した上で、対象者には厚生労働省の「健康つくりの

ための運動基準」を参照として、歩数計による 1 日あたり

約 9,000 歩を目標に運動量の増加を指導することとし

た。 

その結果、対象は運動器コース16名、メタボリックコー

ス 6 名の合計22 名となった。 

2）方法 

応募した対象に対して、今回の運動療法サービスに

応募するまでの経緯や理由について下記のようなアン

ケート調査を行った。 

（1）今回、運動療法サービスを利用しようと思った理由は

何か？ 

（2）今回参加するきっかけとなった症状について、過去

に病院などに行ったか？行かなかった場合、その理由

は？ 通院した場合、その後継続しなくなった理由は？ 

（3）今回の症状への対策として、自身で運動をしなけれ

ばならないと考えていたか？考えていた場合、なぜ運動

しなかったか？  

（1）～（3）の質問に対して自由記述で複数回答可とした。

得られた回答に対して KJ 法を用いて、カテゴリー分類し、

その特徴について分析した。KJ法は、川喜田二郎（東京

工業大学名誉教授）がデータをまとめるために考案した

手法で、あるテーマに関する思いや事実を単位化し、グ

ループ化と抽象化を繰り返して統合し、最終的に構造化
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して状況をはっきりさせ、解決策を見出す方法である。 

 

３．結果 

1）運動器コース（表1、2） 

「今回、運動療法サービスを利用しようと思った理由は

何か？」の問いに対して最も多かった回答のカテゴリー

は「運動指導・効果への期待」であり、回答数14であった。

具体的には、「家庭でできることを教えてもらえると思っ

た」、「何らかの効果が期待できそうな気がしたから」など

があげられた。次いで「動機付け（きっかけ）・情報の認

知」のカテゴリーが回答数12であった。具体的には、「以

前から機会があれば何かやってみたいと考えていた」、

「たまたまサービスの情報を目にしたから」が示された。3

番目に多いカテゴリーが「利便性（環境・時間）」で、回答

数 7 であった。「大学内で勤務時間内にできる利便性か

ら」、「待ち時間がなく、すぐに対応してもらえるから」が

実例としてあがった。 

「運動指導・効果への期待」をあげたうち、症状を有し

ながらも医療機関を受診しなかった理由としては「問題

の放置（この症状は仕方ないと認識していた）」に分類さ

れる内容であり、回答数 5 であった。その他に、医療機

関等に通いながらも「寛解と悪化」を繰り返した場合や、

医療機関に行っても「注射と湿布」のみの対応であった、

などがあげられた。 

「動機付け（きっかけ）・情報の認知」をあげたうち症状

を有しながらも医療機関を受診しなかった理由としては

「問題の放置（この症状は仕方ないと認識していた）」の

カテゴリーであり、回答数 5 であった。また「時間がない」

との理由が次いだ。 

表表表表1111．．．．サービスサービスサービスサービスをををを利用利用利用利用したしたしたした理由理由理由理由（（（（運動器運動器運動器運動器コースコースコースコース）））） 回答数

運動指導・効果への期待 14

動機付け（きっかけ）・情報の認知 12

利便性（環境・時間） 7

サービス内容への好奇心 4

健康への欲求 3  

表表表表2222．「．「．「．「運動指導運動指導運動指導運動指導・・・・効果効果効果効果へのへのへのへの期待期待期待期待」」」」をあげたうちをあげたうちをあげたうちをあげたうち
医療機関医療機関医療機関医療機関をををを受診受診受診受診しなかったしなかったしなかったしなかった理由理由理由理由（（（（運動器運動器運動器運動器コースコースコースコース）））） 回答数
問題の放置（仕方ないと認識） 5
放置による症状の緩解と再発 2
民間医療による症状の緩解と再発 2
通院で注射・湿布のみ 2
通院による症状の緩解と再発 1
他のスポーツ・運動の効果 1  

 

2）メタボリックコース（表 3、4） 

「今回、運動療法サービスを利用しようと思った理由は

何か？」の問いに対して最も多かった回答のカテゴリー

は「運動指導・効果への期待」であり、回答数 8 であった。

次いで「利便性（環境・時間）」で、回答数 4 であった。3

番目に多いカテゴリーは「動機付け（きっかけ）・情報の

認知」で、カテゴリーが回答数 3 であった。メタボリックコ

ースの対象者 6 名のうち 4 名は医療機関を受診し、2 名

は内科的治療を継続している。いずれの対象者も運動

の必要性を認識しているが、運動を継続できている対象

者は 1 名のみであり、他の 5 名からは「運動のための時

間を作ることができない」との回答が得られた。また、3 名

は「自己管理が困難である」と回答し、個人での運動継

続は困難を伴う実体が明らかとなった。 

表表表表3333．．．．サービスサービスサービスサービスをををを利用利用利用利用したしたしたした理由理由理由理由（（（（メタボコースメタボコースメタボコースメタボコース）））） 回答数

運動指導・効果への期待 8

利便性(環境･時間) 4

動機付け（きっかけ）・情報の認知 3

健康への欲求 1  

回答数
運動のために時間を作ることができなかった。 5
自己管理が困難 3
どんな運動をすべきか分からなかった 1

表表表表4444．．．．運動運動運動運動のののの必要性必要性必要性必要性をををを認識認識認識認識しつつしつつしつつしつつ、、、、
運動運動運動運動をををを実施実施実施実施できなかったできなかったできなかったできなかった理由理由理由理由（（（（メタボコースメタボコースメタボコースメタボコース））））

 

 

４．考察 

人の行動は生物学的、心理的、社会的、文化的、政策

的および物理的環境要因によって規定される 8 ため、

様々な観点から分析を加える必要がある。今回の調査で

運動療法サービスを利用しようと思った理由として最も多

かった回答は「運動指導・効果への期待」であった。この

回答には今までに行ってきた運動方法への問題点が示

されている可能性があると考える。様々な研究報告にお

いて、健康増進に関する運動の動機と継続化のために
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は、1）運動に対する興味、目標・目的、その効果、2）時

間的余裕、余暇の使い方、3）運動施設、場所の整備、な

どが重要とされている 9,10。健康増進に限らず、人は適切

な目標を設定し、それに対して行動（運動・スポーツ）を

起こしても結果に対する満足が得られなければ、その行

動は強化されず、むしろ抑制的に働く 11 とされている。

「疾病予防」を目的に運動をはじめた人の運動の継続率

は非常に低く、一定期間後に運動を中止または実施しな

い割合は 30-70％12、47％13、36％14 などの報告がある。

運動が継続されない場合、各対象にとって運動する理

由が他に存在すると考え、その要因を分析するべきであ

ろう。多種多様に実施されている「健康教室」の多くは

「健康増進」、「疾病予防」が目的であり、「集団」を対象と

しているポピュレーションアプローチが多いが、運動す

ること自体が目的である対象にとっては効果を実感しや

すい。しかし、有症状者にとっては個々の身体的問題や

目的が異なるため、個々に応じた対応が必要となる。個

別の身体評価を前提としない集団体操では、運動による

良好な結果が得られにくく、継続もされにくいと考える。

そのため有疾患者を対象とする場合、個別性が重要とな

る。 

運動すること自体が目的になる場合は運動を継続し

やすいが、症状の緩解を目的とした場合には運動を「問

題解決の手段」として指導し、身につけさせる必要があ

ろう。本プロジェクトは、基本的に現状では健康人を対象

とした「健康増進のために運動を継続させる」との目的と

は異なり、「問題解決のための手段としての運動方法を

身につけさせる」ことを目的としている。運動に対する明

確な目的や苦痛を回避する目的がなければ運動を中止

してしまう（ドロップアウトする）可能性は高い。その前提

を理解したうえで、症状を緩解することを目的とした個別

の手段としての運動方法の伝達が重要になる。例えば

腰痛を例にすると、屈曲型の腰痛症と伸展型の腰痛症

では要因となる機能低下は全く異なる。このような場合に

単純に腹筋のエクササイズを指導しても効果の有無や

程度は当然異なる。また、様々なタイプの腰痛症に対応

するために多くのプログラムを闇雲に与えても運動は継

続されない。健康増進や外傷予防のために「毎日 20 分

のエクササイズを継続する」と示す予防プログラムが紹

介されているが、現実的に継続は非常に難しく、コンプ

ライアンスは高まらないと考える。「すぐに効果が出る自

分に適した運動がない」ことが運動を継続できない理由

の一つとする報告 15もあり、「簡単で短時間でできる運動

があればできるかもしれない」とする意見 15も見落とせな

い現実と考える。一方で、メタボコースは血液生化学デ

ータを正常化するという「問題解決の手段」として運動を

指導し、身につけさせる必要があろう。メタボリック症候

群は一般的には自覚症状に乏しく、「運動を習慣化して

継続させる」ことは難しい。本プロジェクトの対象者からも

運動の必要性は認識しているが、運動の継続は困難と

の回答が得られた。我々は対象者に対して厚生労働省

が提唱する 1 日約 9,000 歩という大枠の目標を提示し、

介入以前の 1 日の歩数の確認の実施と、そこからプラス

1000 歩、1500 歩の歩数増加を促すという、簡易な個別

介入を行った。本プロジェクトにおいて、対象者のすべ

てから介入前に比べて意識的に運動するようになったと

の途中経過を確認している。身近な環境での定期的な

指導介入と、簡便な歩数チェックが、対象者の運動継続

への支援として有効である可能性はあると考える。しかし、

長期的な運動継続に結びつけるため、運動にバリエー

ションをもたせるために大学内トレーニングジムを利用し

て個別の運動指導といった支援システムの構築が必要

であろう。 

「動機付け（きっかけ）・情報の認知」が運動療法サー

ビスを利用しようと思った理由として、次いで多かったこ

とは、今後春日井市に展開するうえで非常に重要な結果

であった。今回の情報提供の方法は全教職員に必ず配

信・開封される全学一斉配信の電子メールとした。 

春日井市は、市民全体の健康状態の底上げ（ポピュレ

ーションアプローチ）に関わる健康情報の告知について、

広報誌やインターネットを利用することにより一定の効果

を得ているように思われるが、まだまだ運動を必要とする

対象に有効に届いていない、または目に触れていない

可能性がある。日常から「何かのきっかけ」を待っており、

今回のサービス実施の情報（メール）に触れることで行

動に移した対象が多かったことからも、いかにサービス
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の内容を正確にかつ、適切に市民に伝えるかがシステ

ム構築にとって非常に重要な要素であると考える。 

今回のサービスの利用に至った理由として、利便性

（環境・時間）を理由にあげた対象も少なくなかった。最

近の研究において、運動の中断理由として環境の問題

をあげるものが多い。骨粗鬆症の予防プログラムで運動

を中断した理由として「病院が遠く定期的な受診ができ

なくなった」が 14%で、最も多い要因の一つであった 16。

また、Booth（2000）は、高齢者の運動開始・継続の関連

要因として、「運動ができる環境」をあげている 17。個人レ

ベルの活動に影響を及ぼす変数として自宅の運動機器

や運動施設へのアクセス、レクリエーション施設の満足

度があり、地域レベルでは近所の安全性、丘陵地、運動

者を見かける頻度があるとする報告 18もある。一方で、運

動習慣の有無に関わらず、運動継続のためには時間的

余裕をファクターにあげており、動機そのものが存在し

ても物理的に不可能な場合がある、とされるように、人の

行動は心理的・社会的・要因に加えて、環境からの影響

も受けているという生態的視点から検討する必要性があ

る 6。 

運動環境を変化させる介入、および運動環境への認

知を高める介入は、きわめて多くの人々を効率よく行動

変容させることが可能であり、比較的長期にわたって持

続的に機能する 19,20。図1で示す春日井市における環境

的特徴をみる限り、医療機関とは異なる新たな運動療法

サービスシステムを設置する必要があると考える。今回

の大学内におけるサービスのように時間的、空間的に利

便性が高まると運動を開始する動機づけになるだけでな

く、仕事など実生活の中で容易に運動療法サービスを利

用することができる。もちろん、新たなインフラ整備には

莫大な費用がかかるため現実的ではないが、例えば市

内各地区に点在する公民館や市内企業のグランドや体

育館などの既存のハードを利用して、我々医療者の専

門性をソフトとして、特に個別の運動処方（ハイリスクアプ

ローチ）を必要とする市民に対し新たな運動療法サービ

ス提供のためのシステムを提案していきたい。 
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